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研究成果の概要（和文）：本研究では、「研究推進支援人材が、産学連携や外部研究資金の獲得、ひいては大学
の研究力強化に与える効果はどの程度あるか、その効果は定量的に把握可能か」というリサーチクエスチョンに
基づき、日本の国公私立大学ののべ12年間にわたるデータを用いた実証分析を行った。その結果、特定の研究支
援機能に特化した研究推進支援人材の雇用が、産学連携の実施確率や、民間からの研究資金獲得を件数・金額と
もに高めていること、論文数や発明届出件数・特許という研究アウトプットを促進させることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study is the result of an empirical analysis using data from a total of
 12 years of Japanese national, public, and private universities, based on the research question: "
To what extent do research promotion support personnel have an effect on industry-university 
collaboration and the acquisition of external research funds, and ultimately on strengthening the 
research capabilities of universities?
The results suggest that the employment of research promotion support personnel, especially those 
specializing in research support tasks, increases the likelihood of industry-university 
collaboration, the number and amount of research funds obtained from the private sector, and 
research output in terms of the number of publications, invention disclosures, and patents.

研究分野： 科学技術イノベーション政策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の成果は、大学の産学連携や外部資源獲得などに対する研究推進支援人材の効果を定量的に示すもので、
大学が産学連携や外部研究資金獲得を通して研究力を向上させていくための戦略や組織を検討するエビデンスと
なると同時に、政策立案上も有用であると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

大学はイノベーション・システムの主要な構成要素の一つであり、大学の研究力向上や産

学連携等の促進は、日本の科学技術イノベーションにとって重要な課題のひとつである。一

般的に大学は基礎研究の担い手であるとされており、基礎研究は応用研究と比較して、知識

のスピルオーバー効果が高いことが指摘されている（Akcigit, Hanley and Serrano-

Velande, 2021）。企業がイノベーションを達成するには応用研究が重要となるが、それに大

きな影響を与える基礎研究の主な担い手である大学の研究力を向上させることは、経済に

とって非常に重要である。 

大学に対する運営費交付金が減り、競争的資金等の外部研究資金の獲得がより求められ

る現在において、一般論として研究推進支援人材の重要性が共有されている（山本, 2020）。

大学の研究活動にプラスの効果を与える研究推進支援人材の雇用をサポートすることは、

大学における研究力向上の政策としてだけでなく、日本全体のイノベーション政策として

も大きな意義があるものと考えられる。 

しかし、大学における研究推進支援人材が産学連携や外部研究資金獲得に与える影響に

ついては明らかにされていない。研究者ではなく研究推進支援人材を雇用し活用すること

が大学の産学連携や外部研究資金、ひいては大学の研究力強化に与える効果はどの程度あ

るのか、という問いに答えることは、大学が産学連携や外部研究資金獲得を通して研究力を

向上させていくための戦略や組織を検討する基礎的なデータとして非常に重要であると同

時に、政策立案上も有用である。 
 
２．研究の目的 

本研究では、「研究推進支援人材が、産学連携や外部研究資金の獲得、ひいては大学の研

究力強化に与える効果はどの程度あるか、その効果は定量的に把握可能か」というリサーチ

クエスチョンに基づいて、日本の国公私立大学ののべ 12 年間にわたるデータを用いた実証

分析を行った。 

以下のような仮説を設定し、検証を行った。 

仮説 1：研究推進支援人材の雇用は、大学における産学連携を促進する。 

仮説 2：産学連携の実施によって、大学の研究生産性は向上する。 

仮説 3：研究推進支援人材の雇用は、大学における外部研究資金獲得を促進する。 

仮説 4-1：大学において、外部研究資金の獲得は、研究生産性を向上させる。 

仮説 4-2：大学において、外部研究資金の獲得は、研究生産性を低下させる。 

仮説 5：大学において、研究推進支援人材の雇用は、研究生産性を向上させる。 
 
３．研究の方法 

本研究では、分析に際して、各大学における、University Research Administrator 

(URA)の人数及び活用状況、企業や政府系機関から大学が獲得した外部研究資金の件数や

金額、発明届出件数、特許出願件数等のデータ（産学連携等実施状況調査（文部科学省））

に加え、教員数や使用研究費、研究分野等のデータ（科学技術研究調査（総務省））、各種

論文データ（Web of Science）を接合し（2008 年から 2019 年まで）、大学ごとに年ごとの

推移を追跡できるパネルデータを独自に構築した。 

本研究では、分析対象である URA について、第一に、研究シーズプッシュ型で産業界の



ニーズや競争的資金とのテーマ提案を行う機能を有している場合がある。第二に、研究プ

ロジェクトの進捗をマネジメントし、効果的な成果に至る確率を高める役割を担う場合が

ある。第三に、全学の研究関連業務の効率性を高め、研究者がより研究に集中できること

を通じて、研究生産性を下支えする役割を担う場合がある、と仮定し、URA が外部研究資

金獲得や産学連携、研究生産性に与える影響について実証分析を行った。 
 

４．研究成果 

（1）推計結果のまとめ 

本研究では、日本における大学レベルのパネルデータを用いて、大学の外部資金獲得に大

きな影響を与えるという研究推進支援人材の雇用と産学連携の実施、外部研究資金の獲得、

研究生産性に与える影響を定量的に検証した。その結果、研究推進支援人材の中でも特に研

究支援に特化した研究推進支援人材の雇用が、産学連携の実施確率や、民間からの研究資金

獲得を件数、金額ともに高めていることが示唆された。また、初めて研究推進支援人材を雇

用した大学と、研究推進支援人材を雇用したことがない大学を抽出し、その中で研究や発明

の状況が似ている大学同士をマッチングして、研究活動を定量的に比較した結果、研究推進

支援人材の雇用は、論文数や発明届出件数、特許という研究アウトプットや民間や政府から

の研究資金獲得を促進させることが示唆された。本研究の推計結果から、仮説 1「研究推進

支援人材の雇用は、大学における産学連携を促進する。」や仮説 3「研究推進支援人材の雇

用は、大学における外部研究資金獲得を促進する。」、仮説 5「大学において、研究推進支援

人材の雇用は、研究生産性を向上させる。」が支持されている。 

また、日本の大学レベルのパネルデータを用いて、産学連携の実施が、実施大学の研究生

産性に与える影響や、外部研究資金の獲得が資金を獲得した大学の研究生産性に与える影

響を定量的に分析した。その結果、産学連携を積極的に行っている大学は、公表論文数や発

明届出件数、特許件数が多いことが示唆された。産学連携によって、産学連携によらない論

文数も増加していることから、産学連携による研究活動が、当該プロジェクト以外の研究ア

ウトプットにもプラスの効果を与えていることが示唆されている。さらに、外部研究資金の

獲得が、発明届出件数や特許件数にプラスの効果を与えていることも定量的に示唆されて

いる。本研究の推計結果から、仮説 2「産学連携の実施によって、大学の研究生産性は向上

する。」と、仮説 4-1「大学において、外部研究資金の獲得は、研究生産性を向上させる。」

が支持されている。 

 

（2）推計結果の考察 

本研究では、研究推進支援人材の雇用が産学連携の実施確率を高め、民間からの外部研究

資金獲得を促進させることが示唆された。また、研究推進支援人材の雇用は、研究アウトプ

ットや外部研究資金の獲得を促進させることも示唆された。これらの分析結果から、研究推

進支援人材は大学での研究活動を効率的かつ効果的に運営していることがわかる。雇用さ

れた研究推進支援人材は、大学内で研究者が独立性をもって進めている研究活動を網羅的

に把握する。企業が必要としている知識も把握した上で、企業が活用できそうな研究を大学

内から探し、企業と研究室を連携させる。研究推進支援人材がいない従来の大学では、企業

との連携は研究者個人のネットワークに大きく依存していたため、大学と企業が効果的に

連携する機会が限られていた。研究推進支援人材の雇用によって、大学と企業を俯瞰的に把

握できるようになり、大学や企業が連携先を探索する費用が大きく低下したことから、産学



連携が実施しやすくなったものと考えられる。また、研究推進支援人材は大学と企業の間に

位置して両者のコミュニケーションを円滑化している。研究推進支援人材によって促され

た産学連携では、大学と企業の間の組織文化の違いや認識の違いが調整されることにより、

研究パフォーマンスが高まると考えられる。この効果は、当該産学研究プロジェクトだけで

なく、同一研究室内、または大学内の他の研究室内における研究プロジェクトにも波及して

いることが、本研究の分析結果から示唆されている。 

詳細な方法・結果・考察については、枝村一磨・古澤陽子・吉岡（小林）徹・高橋真木子・

渡邉万記子・隅藏康一(2024)に記載されている。 
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リサーチ・アドミニストレーション協議会(RMAN-J) 第２回研究大学エグゼクティブ・フォーラム（招待講演）

研究・イノベーション学会第37回年次学術大会

研究・イノベーション学会第37回年次学術大会

日本知財学会第20回年次学術研究発表会
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研究資源獲得に関するURA機能の貢献－文部科学省等の統計データに基づく最近の調査分析から

大学における産学連携とＵＲＡ

産学連携と大学の研究生産性
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日本知財学会第19回年次学術研究発表会

INORMS 2021（招待講演）（国際学会）
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Quantitative Analysis on Research Administration and University-Industry Cooperation

経済的ショックにおける産学連携への影響

大学リサーチ・アドミニストレーター配置のインパクトに関する実証分析
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トランスレーショナル・リサーチに関連する大学特許の分析
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Mutual Learning Exercise on Knowledge Valorisation - Focus on Skills, Intersectoral Cooperation and Incentive Systems
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